
仕切り紙
特別徴収用

人分

この仕切り紙の下には、特別徴収者用（「退職者」及
び「個人住民税を給与から徴収できない人」用（仕切
り紙）対象者を除いた者）の給与支払報告書（個人別
明細書）を綴ってください。
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理由

ａ 【 人 】 乙欄適用である

ｂ 【 人 】 給与が支給されない月がある

ｃ 【 人 】 事業専従者のみ

（全従業員が事業専従者※のみの場合に限る）

※

ｄ 【 人 】 退職予定者（５月までに退職予定の者）

【 人 】

　■給与支払報告書（個人別明細書）摘要欄への理由記載例（ｅＬＴＡＸ）

(摘要）

ｂ　給与支給されない月あり

仕切り紙

個人住民税を給与から
徴収できない人用

事業専従者とは、青色申告・白色申告を行う個人事業主と生
計を一にする配偶者や１５歳以上の親族で、年間６ヶ月以上
その事業に従事している「家族従業員」をいいます。

合計

この仕切り紙の下には、市町村民税・県民税を給与から徴収
できない方（理由が　ａ　～　ｄ）の給与支払報告書（個人別明
細書）を綴ってください。

社会保険料等の金額 住宅借入金等特別控除の額

　　　　　千　　　　　円 千　　　　　円

生命保険料の控除額 地震保険料の控除額

千　　　　　円 千　　　　　円

eLTAXを利用して給与支払報告書を提出される方

記載方法
1. 従業員の方について、個人住民税を給与から徴収できない理由に該当する項目（ａ～ｄ）の

【 人】に人数を記入してください。
2. 個人住民税を給与から徴収できない理由に該当しない場合は、パートやアルバイト、期限付雇

用の従業員等も原則特別徴収をしていただかなければなりません。

1. 個人住民税を給与から徴収できない理由 ａ ～ ｄ のいずれに該当するかを摘要欄に「ａ（又はｂ、
ｃ、ｄ）」と入力するとともに、「普通徴収」欄にチェックを入力してください。

2. 理由の記載がない場合、又は ａ ～ ｄ 以外の理由の場合は、原則として特別徴収として取

り扱います。
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■給与支払報告書（個人別明細書）摘要欄への理由記載例（eLTAX）   

 特定親族特別控除の額 社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額 

    千  円    千  円    千  円    千  円    千  円 

 

(摘要）  b 給与支給されない月あり 



 
 

■ 個人住民税（市町村民税＋県民税）の特別徴収とは、給与支払者が、所得税の源泉徴収と同様に、個人住民税の納税義務者である給与所得者に代わって、 

毎月従業員に支払う給与から徴収（天引き）し、納入していただく制度です。 

 

■ 地方税法第３２１条の４および各市町村の条例の規定により、給与を支払う事業者は、原則としてすべて特別徴収義務者として個人住民税を特別徴収して 

いただくことになっています（本人の希望や、事業所の事務負担といった理由では特別徴収をできない理由にはなりません）。 

 

■ なお、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第３条の規定により、令和６年度から森林環境税（国税）が年額１，０００円課税され、同法第７条の規定 

により、個人住民税の均等割と併せて徴収を行うこととされています。 

 

■ 従業員数が３名以上の事業者は、従業員の個人住民税の特別徴収を実施していただきますようお願いします。 

 

■ 外国人従業員の方が退職等により出国される場合、以下の手続きが必要です。 

 ・一括徴収 

  現年度の未徴収税額を可能な限り最後に支払われる給与から一括で徴収し、納付していただきますようお願いします。 

  なお、1 月～5 月に出国される場合は必ず一括徴収をしてください。 

 ・納税管理人の届出 

    一括徴収が困難な場合、納税者は納税管理人の届出が必要です。 

    なお、1 月 1 日時点で住民票が日本にある方は、その年の個人住民税・森林環境税が課税されます。納税管理人へ納税通知書と納付書をお送りしますので、 

    出国前に本人から税額を預かっていただくなどして納付をしていただくことになります。 

 

■左表③～⑤：特別徴収の事務 

毎年５月に特別徴収義務者あてに「特別徴収税額決定通知書」を

お送りします（左表③「特別徴収税額の通知」）ので、その税額を

毎月の給与から徴収し（左表④「税の徴収」）、翌月の１０日までに

合計額を各従業員の住所地の市町村へ納入してください。（左表

⑤「税の納入」） 

 

■納期の特例について 

従業員が常時１０名未満の事業所は、申請により年１２回の納期

を年２回とすることもできます。 

 

■特別徴収できない方について 

 退職予定の方、給与が支給されない月があるなど特別な理由が

ある方については、普通徴収としていただくことが可能です（本人

の希望の有無では、普通徴収にはできません）。普通徴収の方が

いる場合、仕切り紙に特別徴収できない人が、どの理由で何人い

るかを記載してください（電子申告の場合は摘要欄へ理由を記載

してください）。       

【給与支払報告書の記載について】 

■「支払を受ける者」、「（源泉・特別）控除対象配偶者」、「控除対象扶養親族等」

及び「１６歳未満の扶養親族」の欄には氏名、フリガナ及び個人番号を記載してく

ださい。 

 

■「（源泉・特別）控除対象配偶者」、「控除対象扶養親族等」及び「１６歳未満の

扶養親族」が、非居住者である場合には区分に「○」を記載してください。 

 

■５人目以降の「控除対象扶養親族等」及び「１６歳未満の扶養親族」は、摘要欄

に括弧書きの数字を付し氏名を記載してください。 

（例 （１）氏名、（２）氏名（年少）、（３）氏名（非居住者）） 

 

■「５人目以降の控除対象扶養親族等の個人番号」及び「５人目以降の１６歳未

満の扶養親族の個人番号」欄には、摘要欄において氏名の前に記載した括弧書

きの数字を付し、個人番号を記載してください。 

 

■同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く）が障害者、特別障害者又は同居特

別障害者に該当する場合には、摘要欄に同一生計配偶者の氏名及び同一生計

配偶者である旨を記載してください。（例 氏名（同配）） 

 

■前職の給与を合算している場合は、摘要欄に前職の支払者・支払額・社会保

険料・源泉所得税額を記載してください。 

 

 

 

■生命保険料、地震保険料の控除額がある場合は、該当欄に保険契約ごとの支

払金額（地震保険料は旧長期損害保険料のみ）を記載してください。 

 

■特別徴収の義務がある事業所で、普通徴収をする者は【個人住民税を給与か

ら徴収できない人用】の理由 a～d の該当する項目を摘要欄に記載してください

（該当しない場合は、原則として特別徴収とします）。 

 

■そのほか、住宅借入金等特別控除の適用がある場合などは、国税庁ホーム

ページに掲載の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引」を

参考に記載してください。 

大垣税務署管轄市町村連絡先一覧】 

市町村 所在地 電話番号 

大垣市 大垣市丸の内 2 丁目 29 番地 0584-47-8179（直通） 

海津市 海津市海津町高須 515 番地 0584-53-1116（直通） 

養老町 養老郡養老町高田 798 番地 0584-32-1103（直通） 

垂井町 不破郡垂井町宮代 2957 番地の 11 0584-22-7500（直通） 

関ケ原町 不破郡関ケ原町大字関ケ原 894 番地の 58 0584-43-3051（直通） 

神戸町 安八郡神戸町大字神戸 1111 番地 0584-27-0173（直通） 

輪之内町 安八郡輪之内町四郷 2530 番地の 1 0584-69-3181（直通） 

安八町 安八郡安八町氷取 161 番地 0584-64-7102（直通） 

揖斐川町 揖斐郡揖斐川町三輪 133 番地 0585-22-2115（直通） 

大野町 揖斐郡大野町大字大野 80 番地 0585-35-5367（直通） 

池田町 揖斐郡池田町六之井 1468 番地の１ 0585-45-3111（代表） 

 
特別徴収による納税のしくみ 

 
  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


